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(3) デブレマルコス市内の横断構成計画 

1) 横断構成による影響家屋数 

デブレマルコス市内の横断構成については、家屋移転等の社会的影響、今後の都市の拡大、対象

路線沿線の土地利用、及び交通安全の観点から検討を行った。図 3.2.4に提案幅員別の影響家屋数を

示す。 

A3 沿道の土地利用区分 幅員別影響家屋数 

City Center
L=700m

Small Village
L=800m

Populated Area
L=1,500m

Commercial Area
L=600m

Primary  School

End of Project: 65km+400 (4.6km)

64km+100 (3.3km)

64km+700 (3.9km)

63km+400 (1.8km)

61km+600 (0.8km)

Beginning of D/Markos: 60km+800 (0.0km)

Low Density Area
L=1,000m

Useta Bridge

Section 1

Section 2

Section 3

Section 4

Section 5

12.0m 13.0m 19.0m 19.5m 20.0m 21.5m

2 3 3 3 4 5 

0 0 4 4 4 9 

0 0 5 6 10 16 

0 0 0 0 0 0 

1 1 1 1 1 1 

図 3.2.4 デブレマルコス市内における横断構成(案)と影響家屋数 
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2) 採用横断構成 

ERA との数度の協議の結果、最終的には以下に示す横断構成を採用することとした。特に ERA か

ら要望としてあがったものは、交通事故低減のための中央分離帯の設置、及び広幅員駐車帯の採用

であった。 

幅員構成の区間割り 採用幅員構成 

Useta Bridge
Small Village

L=800m

P/School

W=20.0m (1.0m M-Strip) 
L=1,300m

W=19.5m (0.5m M-Strip)   
L=2,500m

W=13.0m 
L=800m

: Affected Houses

Added PAHs

Beginning  of D/Markos: 60km+800 (0.0km)

61km+600 (0.8km)

64km+100 (3.3km)

End of Project: 65km+400 (4.6km)

64.1km – 65.4km (End): L=1.3km 
CL

 
61.6km – 64.1km: L=2.5km 

 
CL

 
 

60.8km – 61.6km: L=0.8km 
CL

 

図 3.2.5 デブレマルコス市内における採用標準横断構成(案) 

最終的に提案された区間別の採用横断構成による影響家屋数、及び影響人数は表 3.2.5に示すとお

りである。 

表 3.2.5 デブレマルコス市内における影響家屋数と影響人数 

区間（デブレマルコス） 計画幅員
社会環境への影響 

影響家屋数 影響人数 
60+800-61+600 13.0 1 5 
61+600-64+100 19.5 6 29 
64+100-65+400 20.0 8 37 

小計（デブレマルコス市内）  15 71 
合計（デジェン～デブレマルコス）  41 164 
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(4) 道路の標準横断構成 

計画区間の道路の標準横断構成は、デブレマルコス市内の横断構成検討結果と ERA・D/D で提案

されている横断構成を参考として、以下の通りとした。 
 

CL

 

デブレマルコス市内中心区間 
CL

 
デブレマルコス市住居地区間 

CL

 

大規模集落区間 

（ウェジェル、ルマメ、アンベル） 

 

図 3.2.6 道路の標準横断構成（1/2） 
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CL

 
デブレマルコス市入り口区間 

CL

 
中・小規模集落区間 

（デジェン、イットノラ、イエゴデナ、ゴデルマ、フィリクリック、チェモガ） 

CL

 

一般（標準）区間 

  
 

図 3.2.7 道路の標準横断構成(2/2) 

(5) ブラックコットンソイル対策 

1) ERA 及び各国の基準・事例 

ブラックコットンソイルの対策については、「エ」国及び他国の基準、研究事例、施工事例を参考

に決定することとする。表 3.2.6に他国の基準等を示す。 
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表 3.2.6 他国及び他プロジェクトにおける対策工 
No 基準、研究及びプロジェクト 推奨対策案 

1 ERA 基準 
良質材料（CBR5 以上の材料）による 1000mm の置

換え。下層に残るブラックコットンソイルについ

ては、含水比の変化が生じないように対策する。 
2 ジンバブエ基準 700mm の置換え 
3 タンザニア基準 600mm の置換え 
4 ケニア基準 1000mm の置換え 
5 インドケーススタディ 1000mm の置換え 
6 SATCC 1000mm の置換え 
7 アメリカ 最大 1500mm の置換え 
8 CPC 調査（エチオピア） 900～1200mm の置換え 
9 アディス～タマベル間 800mm の置換え 

10 アディス～ジンマ間 500 – 1500mm の置換え 
低密度ポリエチレンシートによる縦壁の設置 

 
また、ERA のマニュアルに記載されている、ブラックコットンソイル対策工の選定の考え方は以

下の通りである。 

(a) 線形改良： ブラックコットンソイルの分布域が小さい場合に採用可能である。 

(b) 掘削/置換え： 最も簡易で効果的な方法であり、できる限り適用することが推奨される。

調査の焦点は、置換え材料の運搬距離を最小にすることにあてられなけ

ればならない。本方法は、対象路線の近くで適切な置換え材料が入手で

きる場合に、最も経済的となる。 

(c) 石灰安定処理： 石灰安定処理による対策は、大きな効果を発現する。この際、石灰の添

加量は 4～6%が適当である。しかし、十分な厚さ（最小 30cn）を安定処

理する必要があることから、この方法は高価となる。したがって、適切

な置換え材料が入手できない場合のみ、この方法は有効である。 

(d) 水分量変化の最小化：コスト的な問題、材料入手の問題等によって、上記手法が採用できない場

合には、ブラックコットンソイルは盛土材や路床として使用されること

となる。この際には、土の体積変化が道路舗装に悪影響を与えないよう

に、水の浸入を防がなければならない。 

マニュアルによれば、適切な置換え材料が確保可能な場合は、置換えによる対策を推奨している。

この適切な置換え材料は、対象路線沿線にて確保できることから、本プロジェクトでは置換え工に

よる対策を実施することとする。 

2) ブラックコットンソイルの含水比の変化 

ブラックコットンソイルが道路を破壊するメカニズムは、一般的に雨季、及び乾季の水分量の変

化による体積変化に起因する。雨季と乾季においてブラックコットンソイル層で含水比の変化が生
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じるのは地表から 3m 程度までで、特に影響の大きい範囲は地表から 1.5m までとされる。実際、ブ

ラックコットンソイルに発生する亀裂は、地表から 1.5m 程度で収束していることが多いといわれて

いる。 
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between 0 and 1500mm. Fluctuation area of Wz

High Fluctuation area

Low Fluctuation area

Serious problem depth

 
図 3.2.8 ブラックコットンソイル層の含水比変化の範囲 

図 3.2.9は路床に残されたブラックコットンソイルの乾湿の変化、すなわち収縮と膨張の現象を模

式的に示したものである。舗装された車道部直下は外部の乾湿の変化の影響は遮断されるが、道路

両側はその影響を受けやすく、道路の破壊は路肩から始まり、引き続き車道に至る。ブラックコッ

トンソイル対策は、この乾湿変化を如何に抑制するかである。 

 

図 3.2.9 路床に残されたブラックコットンソイル層の含水比変化の模式図 

（ERA マニュアルより） 

3) ブラックコットンソイル対策の比較と提案 

下図はERA・D/Dで提案されたブラックコットンソイル対策案である。この案は置換え厚を 60cm、

道路両側からの水の浸透を防ぐために、両側へ 6m 幅の置換土を行うとともに土側溝を設置している。 
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            3.0m min.

CL

            3.0m min.

 
図 3.2.10 ERA・D/D で提案されたブラックコットンソイル対策工 

しかし、現地調査及び ERA との協議の結果、上記案はブラックコットンソイル対策工として十分

ではないと判断された。したがって、調査団は置換え工の採用を前提とした 3 つの対策工の比較を

実施した。 

 案-1：ERA の基準をベースとした案 
 案-2：案-1 の改良案 
 案-3：含水比変化の特性とその変化を抑える機能性を考慮した案 

表 3.2.7に比較表を示す。その結果、比較案-3 のみがブラックコットンソイル層の厚いアベヤ川区

間とイエダ川区間の対策として有効であると考えられることから、比較案-3 をブラックコットンソ

イル対策工として採用することとした。 

表 3.2.7 置換え工法の比較と提案 

案 区間 

置換え厚 アベヤ及び
イエダへの

適用 

現道と拡
幅部の処

理 

含水比
変化への

対応 
評価盛土下 盛土両側

の防護 車道 端部 

1 
新設区間 1.0m 0.6m 

(L; ～6m) 不適切 ― 適切 
 

現道改修区間 ― 1.0m 0.6m 
(L; ～6m) ― 不適切 適切 

2 
新設区間 1.5m* 0.6m 

(L; ～6m) 不適切 ― 適切 
 

現道改修区間 ― 1.5m* 0.6m 
(L; ～6m) ― 適切 適切 

3 
新設区間 1.0m ～3.0m 鉛直 

置換部 適切 ― 適切 
推奨

現道改修区間 ― 1.5m 鉛直 
置換部 ― 適切 適切 

*：1.5m の置換え厚は、他の多くの基準やプロジェクトの実績から採用したものである。 
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CL

 

既設舗装道路区間 

CL

 

新設道路区間 

図 3.2.11 ERA マニュアルに基づく対策工（案-1） 

*：案-2 は、案-1 の置換え厚 1.0 m を 1.5 m に変更した案である。  
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CL

*As required:
depending on condition
of water table.

CLCL

 

既設道路改修部（集落区間）：対策タイプ A 

 

既設道路改修部（低地区間）：対策タイプ B 

Upstream Side

Earth Drainage

CL

 

新設道路建設部：対策タイプ C 

図 3.2.12 含水比変化の特性とその変化を抑える機能性を考慮した案 （案-3） 

 

4) 遮水シートの採用 
本プロジェクトで提案したブラックコットンソイル対策工はエチオピアでは初めての方法である。

しかし、置換え工法の前提である含水比の変化範囲の想定誤差や良質な置換え土の非透水性の効果
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など、理想と現実にギャップが発生する可能性がある。提案の置換え工法をより確実なものとする

ために、アベヤ川、イエダ川などの低地地域や周辺地形から判断して排水性が悪いと予想される地

域（表 3.2.22、表 3.2.23の着色部）に遮水シートを併用する案を採用した。現時点では 0.5mm 厚さ

の土木用遮水シート 2 枚を適用することを想定した。シート適用概念図を図 3.2.13に示した。 

Upstream Side

Earth Drainage

CL

 

注；赤線が遮水シートを示す 

図 3.2.13 遮水シート適用概念図 
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(6) 冠水区間対策 

冠水区間においては、道路構造として考慮される部分（強度を保持すべき部分）が、水に浸され

ることを防ぐことが重要である。この道路構造として考慮される部分を設計深さ（Design Depth）と

いう。表 3.2.8に示す他国の基準を参考に、本調査路線の設計深さの最小値を 1.2m とした。冠水区

間においては、聞き取り調査した高水位より最低でも 1.2m確保した高さに道路の計画高を設定する。 

表 3.2.8 設計深さ（Design Depth-道路舗装面からの深さ）の規定 

タンザニア基準 南ア基準 
日本の基準 

道路規格 
設計深さ (m) 

道路規格 設計深さ
(m) 通常 荷重（大）

舗装幹線道 0.8 1.2 A 1.0 – 1.2 
下層路盤から

1m 下 
B 0.8 – 1.0 

その他 0.6 1.0 C 0.8 
D 0.7 

CL

m
in
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図 3.2.14 冠水区間の道路高の設定 

 

(7) 用地取得範囲 

現道の改修を目的とする本プロジェクトでは、工事影響範囲（COI）についてのみ用地取得を行う

こととして、家屋や給水施設への影響を回避、あるいは最低限とする方針とした。 

(8) 道路改修による定量的効果の検討 

道路の改修にともなう定量的効果（走行速度の向上、旅行時間の短縮）について、表 3.2.9の条件

に基づき検討を行った。 
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表 3.2.9 時間短縮及び走行費用低減効果 

車種 項目 区間別 現 況 整備後 

乗用車 平均速度

集落及び市街地 35km/h 規制速度 35km/h 規制速度

その他区間 50km/h 実走調査 70-85km/h 設計速度

全線平均速度 44.8km/h - 60.6km - 

大型 
貨物車 

平均速度 全線平均速度 30km/h 乗用車
-15km/h 50.0km/h 乗用車

-10km/h 

輸送経費
* 全線 1.74USD/km

2001 年

USAID 調

査結果 
1.32USD/km 

道路公団

有料道路

検討資料

*：燃料費、タイヤ・チューブ費等の経費 

大型貨物車の速度については、一般的に乗用車と貨物車の速度差が 10～20km/h の範囲であること

から、整備前の速度差は 15km/h、整備後は路面状態も良くなり、幅員も広がることから速度差を

10km/h とした。 
輸送経費については、日本道路公団有料道路検討資料に記載のある、走行速度別輸送経費の資料

を参考に輸送経費の低減量を算定した。基本となる対象道路の輸送経費はUSAIDの調査データ（2001
年）を用いた。 

3.2.1.3 橋梁設計の基本方針 

(1) 設計方法 

ERA 設計基準に従い、Load-and-Resistance Factor Design (LRFD)により設計する。主な設計荷重の

組み合わせと荷重係数は以下のとおり。 

表 3.2.10 主な荷重の組み合わせと荷重係数 

荷重の組み合わせ 死荷重 活荷重 

終局限界状態 1 γp 1.75 
使用限界状態 1 1.00 1.00 

 

表 3.2.11 死荷重、土圧などの荷重係数 

荷重の種類 荷重係数 γp 

本体構造の死荷重 (DC) 1.25 
舗装、添架物 (DW) 1.50 
主働土圧 (EH) 1.50 
静止土圧 (EH) 1.35 
上載荷重 (ES) 1.50 

なお、日本の道路橋示方書の設計方法による結果が ERA の設計方法による場合の安全性を確保し

ていることを確認できる場合は、ERA の設計方法に代えて道路橋示方書の設計方法を適用する。 
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(2) 設計荷重 

設計自動車荷重は、ERA 橋梁設計マニュアルに規定する HL-93 とする。この荷重は２種類の荷重

で構成されており、一つは設計用トラックまたは設計用タンデム、もう一つは設計用車線分布荷重

である。 

i） 設計用トラック 

 
 
 
 

ii） 設計用タンデム 

 
 
 

iii） 設計用車線分布荷重 

橋軸方向に 9.3KN/m の分布荷重で、幅員方向の分布幅は 3m とする。 

iv） 張出床板の設計活荷重 

張出長さが 1.8m を超えない張出床板の設計には、15KN/m の分布荷重を載荷する。この荷重の載

荷位置は、防護柵（壁）の表面から 0.3m の位置とする。 

v） 歩行者荷重 

幅 0.6m を超える歩道には、4.0KN/m2 の活荷重を載荷する。 

vi） 衝撃 

衝撃係数は 33%とする。ただし、車線分布荷重には衝撃を考慮しない。 

vii） 設計風速 

地上 10m の位置での基本風速は、40m/s とする。 

viii） 気温の変化 

コンクリート構造物の設計に用いる気温の変化は、５℃～３５℃とする。 

ix） 自動車防護柵（壁） 

橋梁に設置する防護柵（壁）は ERA の標準設計に示す形式または、ERA が承認する形式とする。 
 

145KN 145KN 35KN 

4,3m 4.3m 

1.2m 

110KN 110KN 
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(3) 材料規格 

建設すべき橋梁は橋長が短いため、橋梁形式は鉄筋コンクリート橋を選定する。この形式は現地

での材料入手が容易で、工費が安く、維持管理が容易なため、「エ」国への技術移転としても適当な

技術である。 

表 3.2.12 材料による橋梁の比較 
材料による分類 特徴 適合性

コンクリート橋 鉄筋コンクリート 短い橋長に適している 
技術的に簡単である 
材料入手が容易である 
施工管理が容易である 
一般に安価である 
「エ」国への技術移転に役立つ 

○ 

プレストレスト 
コンクリート 

鉄筋コンクリート橋よりも長い橋長に適している 
鉄筋コンクリート橋よりも軽量である 
技術的に高度である 
一部の材料は輸入が必要である 
施工管理が難しい 
鉄筋コンクリート橋より高価である 

× 

鋼橋 輸入が必要である 
施工管理が難しい 
コンクリート橋よりも高価である 
鉄筋コンクリート橋よりも維持管理費が高い 
コンクリート橋よりも補修が容易である 

× 

コンクリートおよび鉄筋の種別と規格を表 3.2.13、表 3.2.14に示す。 

表 3.2.13 コンクリートの規格 

種別 28 日圧縮強度 最大粗骨材寸法 使用部分 

C25 20 MPa 20 mm 主要構造以外 
C30 24 MPa 20 mm 主要構造 

28 日圧縮強度は、150 mm 円柱供試体による最低強度である。 

表 3.2.14 鉄筋の規格 

種別 降伏点強度 引張強度 使用部分 

300 300 MPa 500 MPa 主要構造 
420 420 MPa 620 MPa 主要構造 

(4) 幅員 

ERA の設計マニュアルの規定を尊重する。アプローチ道路の幅員との連続性および歩行者の多さ

を考慮して橋梁の幅員を決定する。地方部の幅員は、8.0ｍ(0.5ｍ+3.5ｍ+3.5ｍ+0.5ｍ)とする。ウェジ

ェルに建設するアバアデム橋の幅員は路肩の幅員を拡大し、10.0ｍ(1.5ｍ+3.5ｍ+3.5ｍ+1.5ｍ)とする。

デブレマルコスのウセタ橋は特に歩行者が多いため、12.0ｍ(2.5ｍ+3.5ｍ+3.5ｍ+2.5ｍ)とする。 
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図 3.2.15 橋梁の幅員 

(5) 方針 

橋梁計画にあたっては、エチオピア国の実情と技術移転の重要性を考慮しながら、経済性を重視

して次の方針で計画する。 

 できる限り現地で調達可能な材料と機械を利用する。 
 エチオピアの技術水準を反映した橋梁形式とする。 
 維持管理が容易な橋梁形式とする。 
 耐久性に優れた橋梁形式とする。 
 工事費の節減に努める。 
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3.2.2 基本計画 

3.2.2.1 幾何構造基準 

(1) 採用幾何構造基準 

道路の幾何構造基準には、既に実施された ERA・D/D 業務と同様に、ERA の幾何構造マニュアル

を適用する。また、同マニュアルに記載されていない必要なパラメーターについては、SATCC（南

アフリカ運輸通信委員会）又は日本の設計基準を参考とする。 
現地調査の結果から、本調査道路の通過する地形は、平坦地、丘陵地、山間地、一部崖地であり、

道路の沿道状況も市街地、集落、耕作地と多岐に渡る。このため、道路の設計速度も以下のように

100km/h～50km/h の間で、地形及び沿道状況に応じて使い分けられる。 

表 3.2.15 採用幾何構造基準 
道路種別： DS3 ：舗装道路

設計項目 単位 平地 丘陵地 山間地 崖地 市街地 備考

設計速度 km/h 100 85 70 60 50
最小停止視距 m 205 155 110 85 55

最小追い越し視距 m 375 340 275 225 175

追い越し機会 % 50 33 25 0 20
最小曲線半径 m 395 270 175 125 85

m 300 300 300 300 300 交角5度以下（ERAマニュアル）

m 350 260 190 150 100 設計速度×6秒（日本基準）

緩和曲線の設置 - 必要 必要 省略 省略 省略

緩和曲線省略半径 m 1450 1050 - - - SATCC: 0.145 x V2

緩和曲線長 m

R=400:L=123,
R=500:L=98,
R=600:L=82,
R=700:L=70,
R=800:L=62,
R=900:L=55,
R=1,000:L=49,
R=1,100:L=45,
R=1,200:L=41,
R=1,300:L=38,
R=1,400:L=35

R=300:L=100,
R=400:L=75,
R=500:L=60,
R=600:L=50,
R=700:L=43,
R=800:L=38,
R=900:L=34,
R=1,000:L=30

- - -

SATCC: 0.0702V3/ (RC)
C: Rate of increase in centripetal acceleration
(m/s3); 1<C<3 (1.438 is recommended.)

最急縦断勾配（望ましい値） % 3.0 4.0 6.0 6.0 6.0

最急縦断勾配（特例値） % 5.0 6.0 8.0 8.0 8.0
最小縦断勾配（望ましい値） % 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
最小縦断勾配（特例値） % 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 日本基準

凸部K値 k 105 60 31 18 12
凹部K値 k 51 36 25 18 12

最大片勾配 % 8.0 8.0 8.0 8.0 4.0
標準横断勾配 % 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5
標準横断勾配（路肩部） % 4.0 4.0 4.0 4.0 4.0

道路用地 m COI COI COI COI COI Corridor of Impact （建設影響範囲）

*市街地及び中・小規模集落は市街地とする。

最小曲線長

 

(2) 最小縦断勾配の採用値 

ERA の幾何構造基準では、最小縦断勾配の推奨値を 0.5%としている。しかし、本調査路線に存在

する平坦地域において 0.5%の最小縦断勾配を採用することは、土工量増加による工事費の上昇を招

く。また、平坦地区間は家畜の牧草地や移動経路となっていることから、盛土高を極力低く抑える

ことが望ましい。これらの点から、最小縦断勾配の採用値を、AASHTO や日本の基準を参考に 0.3%
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とする。 
ただし、排水構造物（土側溝を除く）の最小勾配は、基準に示される推奨値 0.5%を採用するもの

とする。 

表 3.2.16 最小縦断勾配（0.5%と 0.3%）の差による概算土工数量差 

Sec.A Sec.B Sec.C Sec.D
2.83% 0.30% 0.42% 1.76%

220 400 340 280
1.58% 0.30% 0.88%
1,730 620 1,580
3.65% 0.36% 1.09%

306 376 333
1.25% 0.32% 0.30% 0.30%

220 400 340 280
1.74% 0.30% 0.66% 0.30%
1,130 300 280 660
0.65% 0.36% 4.13%

500 325 220
14,965 120,735

5.45% 0.36% 4.59%
260 720 525

5.45% 0.30% 2.90%
1,020 440 450
2.60% 0.35% 0.59%

500 1,310 595
5,820 95,379

216,114
*0.5%以下の採用縦断勾配を0.5%まで引き上げた場合の盛土量の増加を示している。

Sub Total
Total

2,405

15,683.36 ゴデルマ

47 + 420 - 49 + 825 63,144.89 イエダ

0km+000 -

ルマメ

38 + 820 - 40 + 730 1,910

16,550.69+ 320 1,505

ヨゴデナ

Sub Total

30km+540 - 65km+400

30 + 815 - 32

5,414.74+ 990 1,04525 + 945 - 26

2,370

14,552.32 タバ

20 + 130 - 22 + 500 29,613.77 アベヤ

14 + 150 - 19 + 515 5,365

54,953.08

10 + 85 - 11

3,930

6,409.80+ 100 1,015

- 1 + 500 1,240

備考

30km+540

0 + 260

測点
採用縦断勾配及び延長 盛土増加量*

(m3)

9,790.89 アサマテッチ

1 + 770 - 5 + 700

 
 

Existing Ground Level
Design depth* + H.W.L.

Section A Section B Section C Section D

A %
B %

0.5 %
0.3 %

0.5 %

0.3 %

C %

D %

Dejen Side D/Markos Side

Increase volume

 

図 3.2.16 最小縦断勾配（0.5%と 0.3%）の差よる土工数量の差の概念図 

3.2.2.2 舗装設計 

(1) 交通量及び軸重 

計画区間の交通量、及び舗装設計に採用される軸重調査は、ERA・D/D で実施された。表 3.2.17
に参考とした調査結果を示す。（ERA・D/D で実施された交通量調査結果及び将来交通量予測データ

は、巻末参考資料 6.4 に記載した） 

表 3.2.17 交通量及び軸重係数調査結果（ERA・D/D） 

車種区分 セダン 4WD 
小型

バス 

大型

バス 

小型

トラック

中型 

トラック

大型 

トラック 

トレー

ラー 
合計

2009 年交通量 30 213 146 114 145 72 57 73 852 
軸重換算係数 - - - 2.29 - 2.76 7.25 12.26 - 
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(2) 舗装設計 

舗装設計については、ERA の設計基準に基づき設計された ERA・D/D 結果を一部修正し採用する

こととした。設計条件は表 3.2.18の通りである。 

 設計期間：15 年（ERA･D/D において 20 年と 15 年の比較を行い決定された） 
 設計路床強度：0km-53km S2 Class (CBR3-4), 53km-65km S3 Class (CBR5-7) 

表 3.2.18 軸重換算係数と累積軸重 

車種区分 基準年交通量 累積交通量（15 年） 軸重換算係数 累計軸重 

大型バス 72 675853.48 2.29 1547704.47 
中型トラック 45 403331.17 2.76 1113194.03 
大型トラック 36 322664.93 7.25 2339320.78 
トレーラー 46 412294.08 12.26 5054725.42 
   合計 10,054,944.70
車線当たり軸重として 90%を適用。 9,049,450.23 

（クラス T6）

ERA の設計基準では、上記条件の下で適用される舗装構成は表 3.2.19の通りである。 

表 3.2.19 ERA 設計基準に基づく舗装構成 

測点 路床強度 

舗装構成（mm） 

設計期間 15 年（クラス T6） 

AC 上層路盤 下層路盤 上部路床 

0km-53km S2 100 200 225 200 
53km-65km S3 100 200 250 - 

ERA・D/D では、図 3.2.19の舗装構成に対して、都市部における交通量予測値の不確実性、路床

強度の信頼性を理由に、表 3.2.20の舗装構成を最終的に提案している。 

表 3.2.20 ERA･D/D 業務において最終的に提案された舗装構成 

測点 
路床 

強度 

軸重 

クラス 

舗装構成（mm） 

AC 上層路盤 下層路盤 上部路床 

0km-53km S2 T6 100 200 225 200 
53km-65km S3 T6 100 250 300 - 

しかし、調査団は無償資金協力事業の趣旨を考慮して、ERA の設計基準を一部修正した表 3.2.21
の舗装構成を採用する事とした。 

表 3.2.21 調査団提案の舗装構成 

測点 
路床 

強度 

軸重 

クラス 

舗装構成（mm） 

AC 上層路盤 下層路盤 上部路床 

0km-53km S2 T6 100 200 250* 200 
53km-65km S3 T6 100 200 250 - 

*設計基準に示される 225mm の下層路盤（S2 クラス）を施工性及び精度管理の観点から 250mm に変更。 
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3.2.2.3 ブラックコットンソイル対策工の設計 

現地で実施された地質調査結果に基づき、提案された置換え工によるブラックコットンソイル対

策を表 3.2.22、表 3.2.23のように適用した。採用対策工の種類は図 3.2.12(ページ3-17)に示したもの

である。また、表の着色部は遮水シートを併用する範囲を示す。 

表 3.2.22 採用された対策工及び区間別の置換え厚（フェーズ-I） 

測 点 地 名 BCS*(m) N 値 採用対策工 計画測点 置換厚(m)

- デジェン - - タイプ A 0+000 - 0+500 1.5 
1+500 - 0.8-2.0 < 10 タイプ C 0+500 - 1+540 2.0 
4+000 - 0.6-2.6 < 10 タイプ B 

1+540 - 5+800 2.5 5+060 - 1.0-2.5 8-9 タイプ B 
5+500 - 0.5-1.9 < 10 タイプ B 

- - - - タイプ C 5+800 - 6+800 3.0 
- イットノラ - - タイプ A 6+800 - 8+100 1.5 
- イットノラ - - タイプ C 8+100 - 8+300 3.0 

8+500 イットノラ 0.95-2.7 2-6 タイプ A 8+300 - 9+220 1.5 
9+500 - 0.8-2.8 < 10 タイプ C 9+220 - 9+500 

3.0 
10+500 - 0.0-2.0 3-10 タイプ B 

9+500 - 12+100 11+400 - 0.0-4.0 4-9 タイプ B
11+500 - 0.5-3.1 < 10 タイプ B
12+500 ベケット 0.5-2.5 1-6 タイプ C 12+100 - 12+600 

2.5 

13+500 - 0.7-2.5 < 10 タイプ B 

12+600 - 17+700 
14+560 - 0.6-2.0 8 タイプ B
15+500 - 0.8-2.5 < 10 タイプ B
16+500 - 0.9-2.6 < 10 タイプ B
17+500 - 0.6-2.4 < 10 タイプ B
18+500 タバ 0.0-3.0 1-4 タイプ C 17+700 - 18+680 3.0 
19+500 ウエジェル 0.5-2.4 < 10 

タイプ A 18+680 - 20+160 1.5 20+000 ウエジェル 0.0-2.1 3-4 
20+090 ウエジェル 0.5-3.5 9-14 

- アバアデム - - タイプ C 
20+160 - 21+100 2.5 

- アバアデム - - タイプ C 
21+500 - 1.1-2.4 < 10 タイプ B 

21+100 - 23+300 
3.0 

22+040 アベヤ 1.0-13.0 2-9 タイプ B 
22+080 アベヤ 1.0-11.0 4-11 タイプ B 
23+000 - 0.6-3.0 < 10 タイプ B 
24+000 - 1.6-2.5 < 10 タイプ C 23+300 - 24+500 

- エゴディナ - - タイプ A 24+500 - 24+800 1.5 
25+500 - 0.8-3.0 < 10 

タイプ C 24+800 - 26+700 3.0 26+500 - 0.6-2.5 4-5 
- エゴディナ - - タイプ A 26+700 - 27+200 1.5 

27+500 - 0.7-2.7 < 10 タイプ C 27+200 - 28+200 3.0 
- - - - 切土区間 28+200 - 28+560 - 
- - - - タイプ C 28+560 - 28+700 3.0 

29+000 ルマメ 0.5-3.0 < 10 タイプ A 

28+700 - 30+531 1.5 
29+300 ルマメ 0.6-3.9 10 タイプ A 
29+390 ルマメ 1.0-3.9 5-6 タイプ A 
30+000 ルマメ 1.1-3.0 < 10 タイプ A 

* BCS: Black Cotton Soil 
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表 3.2.23 採用された対策工及び区間別の置換え厚（フェーズ-II） 

測 点 地 名 BCS*(m) N 値 採用対策工 計画測点 置換厚(m) 

36+000 ゲトラ 0.0-1.3 < 10 タイプ C 
35+850 - 37+770 1.5 

37+500 ゲトラ 0.0-1.4 < 10 タイプ C 
38+500 ゲトラ 0.5-2.7 < 10 タイプ C 37+770 - 38+850 3.0 
47+420 イエダ 0.0-5.5 4-10 タイプ C 

47+420 - 50+730 3.0 

48+000 イエダ > 4.0 < 10 タイプ C 
48+900 イエダ 0.0-10 5-10 タイプ C 
49+200 イエダ 0.0-10 1-9 タイプ C 
49+500 イエダ > 4.0 < 10 タイプ C 
50+200 イエダ 0.0-2.4 4-10 タイプ C 
50+500 イエダ 0.0-2.7 < 10 タイプ C 

* BCS: Black Cotton Soil 

3.2.2.4 橋梁設計 

(1) 橋長 

道路線形、地形、支持地盤の深さおよび水路としての機能など橋梁上部工の下に必要な空間の大

きさを考慮して、全体の橋長を決定する。 

(2) 橋梁計画 

1) 構造形式 

橋長に応じて、スラブ橋と桁橋を選定する。鉄筋コンクリートスラブ橋と鉄筋コンクリート桁橋

はエチオピア国で最も一般的に建設されている橋梁形式であり、材料および施工機械の入手、熟練

した作業員の確保が容易で、経済性に優れ、技術的にも優れたた形式である。また、本プロジェク

トの実施段階で、エチオピア人技術者および作業員が施工方法と品質管理技術を習得することが可

能であると考えられるため、技術移転においても適切な橋梁形式である。 

表 3.2.24 構造形式 
構造 支間長の範囲 

鉄筋コンクリートスラブ橋 5～10ｍまで 
鉄筋コンクリート桁橋 10m を超え 20ｍまで 

なお、支持地盤が非常に深い個所では、特殊な施工機械の入手ができないと想定される「エ」国

の事情から、下部工の建設が非常に困難である。特に、支持力が低いブラックコットンソイルが厚

く堆積している区間では、自重と自動車荷重を含めて全ての荷重が下部工に集中する橋梁に代えて、

特別な基礎構造が不要で広い底面積全体に荷重を分散できる鉄筋コンクリート大型カルバートを選

定することが合理的である。ブラックコットンソイルが堆積しているのは、雨季に道路周辺の土地

が冠水する地域であり、河川および水路の高水位に比較して路面高さがそれほど高くない。こうし

た地域では、橋梁は高い桁高によって桁下空間が確保しにくい傾向があるが、薄い部材で構成され

ている大型カルバートは、通水断面を確保するうえでも有利である。 
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表 3.2.25 橋梁と大型カルバートの比較 

構造 特徴 

橋梁 広い水路に適している 
上部工の下の開口面積が大きい 
橋台と橋脚に荷重が集中する 
強固な支持層が必要である 
支承と伸縮装置の維持管理が必要である 

大型カルバート 個々の開口面積は橋梁よりも小さい 
支承と伸縮装置が不要である 
一般に特別な基礎が不要である 
下面の荷重分散によって、橋梁ほど強固な支持層が不

要である 
地盤の沈下に対する許容度が大きい 

2) 下部工形式の選定 

デジェン～デブレマルコス間の地質状況は、一般に玄武岩の上に風化が進んだ土やブラックコッ

トンソイルなど強度が低い土が堆積している。ブラックコットンソイルが厚く堆積している場所を

除くと、地表から比較的浅い位置に玄武岩が存在するため、下部工は構造が単純で施工が容易な直

接基礎を採用する。 

表 3.2.26 下部工形式の比較 

形式 特徴 適合性 

直接基礎 支持層が浅い場合に適する。 
構造が単純である。 
施工が容易である。 
材料と機械の入手が容易である。 
一般に安価である。 

 
 

○ 

ケーソン基礎 支持層が深い場合に適する。 
構造が複雑である。 
施工が複雑である。 
特殊な設備が必要になる場合がある。 
一般に工事費が高い。 

 
 

× 

くい基礎 支持層が相当に深い場合に適する。 
構造は単純である。 
くい施工用の機械が必要である。 
施工管理が複雑である。 

 
× 

3) 橋梁計画 

デジェン～デブレマルコス間にある既設橋梁のうち、新たな平面線形にそのまま適合しており、

著しい劣化・損傷がなく強度と耐久性に問題がなく、ERA の設計マニュアルに規定された幅員を確

保できるなど機能性に問題がない橋梁で、かつ必要な補修が可能な橋梁は補修をして使用する。 
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表 3.2.27 使用する既存橋梁 

 橋梁 橋長(ｍ) 幅員(ｍ) 構造形式 主な補修 

フェーズ I 
タバ橋 13+13 7.3 RC 桁橋 必要なし 
ボゲナ橋 13.1 7.0 RC 桁橋 床板、防護柵 

フェーズ II チェモガ橋 67.0 7.0 ﾒｰｿﾝﾘｰｱｰﾁ橋 床板、防護柵 
新設すべき橋梁は、線形の改良によって既存橋梁が使用できない、著しい劣化損傷があり強度・

耐久性に問題がある、設計マニュアルに規定する幅員が確保できないなど機能性において問題があ

る、あるいは補修が不可能であると判断できる場合が対象となる。表 3.2.28に新設する 13 の橋梁お

よび大型カルバートの規模と構造形式を、表 3.2.29に現在の路線にある既存橋梁と新設する構造物

との比較を示す。 

表 3.2.28 新設する橋梁 
 橋梁 橋長(ｍ) 幅員(ｍ) 構造形式 下部工形式 

フ
ェ
ー

ズ
I アサマテッチ橋 10 8.0 RC 床板橋 直接基礎 

ベケット橋 17+17 8.0 RC 桁橋 直接基礎 
アバアデム橋 15 10.0 RC 桁橋 直接基礎 
アベヤ橋 3@4.5 8.0 RC カルバート ― 

フ
ェ
ー
ズ

II
 

エキエト橋 2@4.5 10.0 RC カルバート ― 
ゲトラ橋 15+15 10.0 RC 桁橋 直接基礎 
ミントカット橋 15 8.0 RC 桁橋 直接基礎 
ジバ橋 15 8.0 RC 桁橋 直接基礎 
イエダ A 橋 2@4.5 10.0 RC カルバート ― 
イエダ B 橋 2@4.5 10.0 RC カルバート ― 
イエダ C 橋 5@4.5 10.0 RC カルバート ― 
アンベッシュ橋 2@4.5 10.0 RC カルバート ― 
ウセタ橋 10+10 12.0 RC 床板橋 直接基礎 

表 3.2.29 既存橋梁と新設橋梁の比較 
 

橋梁 

既存橋梁 新設橋梁 

橋長(ｍ) 
幅員
(ｍ) 

構造形式 
橋長
(ｍ) 

幅員
(ｍ) 

構造形式 

フ
ェ
ー
ズ

I 

アサマテッチ橋 5.0 7.0 RC 桁橋 10 8.0 RC 床板橋 
ベケット橋 10+11+10 6.0 RC アーチ橋 17+17 8.0 RC 桁橋 
タバ橋 13+13 7.3 RC 桁橋  
アバアデム橋 12.0 6.0 RC アーチ橋 15 10.0 RC 桁橋 
アベヤ橋 7+7+7 6.0 RC 桁橋 3@4.5 10.0 RC カルバート
ボゲナ橋 13.1 7.0 RC 桁橋  

フ
ェ
ー
ズ

II
 

エキエト橋 7.8 5.5 ﾒｰｿﾝﾘｰｱｰﾁ橋 2@4.5 10.0 RC カルバート
ゲトラ橋 13.1 7.0 RC 桁橋 15+15 8.0 RC 桁橋 
ミントカット橋 7.0 6.0 ﾒｰｿﾝﾘｰｱｰﾁ橋 15 8.0 RC 桁橋 
ジバ橋 11.0 5.5 RC 桁橋 15 8.0 RC 桁橋 
イエダ 1 橋 4@5.0 7.0 RC 桁橋 2@4.5 10.0 RC カルバート
イエダ 2 橋 4@5.0 7.0 RC 桁橋 2@4.5 10.0 RC カルバート
イエダ 3 橋 6+6+6 7.0 RC 桁橋  
イエダ 4 橋 3.5+4 7.0 RC 桁橋 5@4.5 10.0 RC カルバート
アンベッシュ橋 8.0 6.0 ﾒｰｿﾝﾘｰｱｰﾁ橋 2@4.5 10.0 RC カルバート
チェモガ橋 67.0 7.0 ﾒｰｿﾝﾘｰｱｰﾁ橋  
ウセタ橋 12.3 5.0 RC 桁橋 10+10 12.0 RC 床板橋 
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3.2.2.5 交差点及び交通安全施設計画 

(1) 交差点処理計画 

交差点の規模、接続路線の重要度等から、以下 2 箇所の交差点について、付加車線の設置、導流

路計画を実施する。 

①61km+300 地点： ERA デブレマルコス事務所方面へ向かう道路で、ERA・D/D において、A3 の代

替路として提案された既存の未舗装道路。 

②64km+750 地点： 市内幹線道路との交差点。本計画区間のデブレマルコス市内において、最も大き

な交差道路。 

D/Markos

Length of Rehabilitation = 4.6km

61km+300
(500m)

64km+750
(3950m)

 

図 3.2.17 交差点処理計画位置図 

 

図 3.2.18 交差点処理図（61km+300） 
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図 3.2.19 交差点処理図（64km+750） 

(2) 車両の転落防止施設 

本プロジェクトでは、車輌の転落防止対策として、コンクリートポストによる視線誘導柵を設置

する。 

(3) 道路交通標識 

本計画では、以下の道路標識を設置する。 

 規制標識（追越禁止、速度制限等） 
 危険予告標識（急カーブ予告、急勾配予告等） 

(4) 区画線 

区画線として中央線、及び路側線を設置することとする。また、集落及び市街地部には、必要箇

所に横断歩道を設置する。 
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3.2.3 概略設計図 
概略設計図の図面目録を示す。図面は【資料】5.概略設計図を参照。 

図　面　名 測　点 縮　尺

縦平面図 (1 /45) 0+000 - 1+500 1:5,000 A - 5 - 2
縦平面図 (2 /45) 1+500 - 3+000 1:5,000 A - 5 - 3
縦平面図 (3 /45) 3+000 - 4+500 1:5,000 A - 5 - 4
縦平面図 (4 /45) 4+500 - 6+000 1:5,000 A - 5 - 5
縦平面図 (5 /45) 6+000 - 7+500 1:5,000 A - 5 - 6
縦平面図 (6 /45) 7+500 - 9+000 1:5,000 A - 5 - 7
縦平面図 (7 /45) 9+000 - 10+500 1:5,000 A - 5 - 8
縦平面図 (8 /45) 10+500 - 12+000 1:5,000 A - 5 - 9
縦平面図 (9 /45) 12+000 - 13+500 1:5,000 A - 5 - 10
縦平面図 (10 /45) 13+500 - 15+000 1:5,000 A - 5 - 11
縦平面図 (11 /45) 15+000 - 16+500 1:5,000 A - 5 - 12
縦平面図 (12 /45) 16+500 - 18+000 1:5,000 A - 5 - 13
縦平面図 (13 /45) 18+000 - 19+500 1:5,000 A - 5 - 14
縦平面図 (14 /45) 19+500 - 21+000 1:5,000 A - 5 - 15
縦平面図 (15 /45) 21+000 - 22+500 1:5,000 A - 5 - 16
縦平面図 (16 /45) 22+500 - 24+000 1:5,000 A - 5 - 17
縦平面図 (17 /45) 24+000 - 25+500 1:5,000 A - 5 - 18
縦平面図 (18 /45) 25+500 - 27+000 1:5,000 A - 5 - 19
縦平面図 (19 /45) 27+000 - 28+500 1:5,000 A - 5 - 20
縦平面図 (20 /45) 28+500 - 30+000 1:5,000 A - 5 - 21
縦平面図 (21 /45) 30+000 - 30+531 1:5,000 A - 5 - 22
縦平面図 (22 /45) 30+531 - 32+000 1:5,000 A - 5 - 23
縦平面図 (23 /45) 32+000 - 33+500 1:5,000 A - 5 - 24
縦平面図 (24 /45) 33+500 - 35+000 1:5,000 A - 5 - 25
縦平面図 (25 /45) 35+000 - 36+500 1:5,000 A - 5 - 26
縦平面図 (26 /45) 36+500 - 38+000 1:5,000 A - 5 - 27
縦平面図 (27 /45) 38+000 - 39+500 1:5,000 A - 5 - 28
縦平面図 (28 /45) 39+500 - 41+000 1:5,000 A - 5 - 29
縦平面図 (29 /45) 41+000 - 42+500 1:5,000 A - 5 - 30
縦平面図 (30 /45) 42+500 - 44+000 1:5,000 A - 5 - 31
縦平面図 (31 /45) 44+000 - 45+500 1:5,000 A - 5 - 32
縦平面図 (32 /45) 45+500 - 47+000 1:5,000 A - 5 - 33
縦平面図 (33 /45) 47+000 - 48+500 1:5,000 A - 5 - 34
縦平面図 (34 /45) 48+500 - 50+000 1:5,000 A - 5 - 35
縦平面図 (35 /45) 50+000 - 51+500 1:5,000 A - 5 - 36
縦平面図 (36 /45) 51+500 - 53+000 1:5,000 A - 5 - 37
縦平面図 (37 /45) 53+000 - 54+500 1:5,000 A - 5 - 38
縦平面図 (38 /45) 54+500 - 56+000 1:5,000 A - 5 - 39
縦平面図 (39 /45) 56+000 - 57+500 1:5,000 A - 5 - 40
縦平面図 (40 /45) 57+500 - 59+000 1:5,000 A - 5 - 41
縦平面図 (41 /45) 59+000 - 60+500 1:5,000 A - 5 - 42
縦平面図 (42 /45) 60+500 - 62+000 1:5,000 A - 5 - 43
縦平面図 (43 /45) 62+000 - 63+500 1:5,000 A - 5 - 44
縦平面図 (44 /45) 63+500 - 65+000 1:5,000 A - 5 - 45
縦平面図 (45 /45) 65+000 - 65+469 1:5,000 A - 5 - 46
標準横断図 (1 /4) - 1:100 A - 5 - 47
標準横断図 (2 /4) - 1:100 A - 5 - 48
標準横断図 (3 /4) - 1:100 A - 5 - 49
標準横断図 (4 /4) - 1:100 A - 5 - 50
ブラックコットンソイル対策工図 (1 /2) - 1:100 A - 5 - 51
ブラックコットンソイル対策工図 (2 /2) - 1:100 A - 5 - 52
構造一般図 (1 /13) アサマテッチ橋梁 1:100 A - 5 - 53
構造一般図 (2 /13) ベケット橋梁 1:100 A - 5 - 54
構造一般図 (3 /13) アバアデム橋梁 1:100 A - 5 - 55
構造一般図 (4 /13) アベヤBoxカルバート 1:100 A - 5 - 56
構造一般図 (5 /13) エキエトBoxカルバート 1:100 A - 5 - 57
構造一般図 (6 /13) ゲトラ橋梁 1:100 A - 5 - 58
構造一般図 (7 /13) ミントカット橋梁 1:100 A - 5 - 59
構造一般図 (8 /13) ジバ橋梁 1:100 A - 5 - 60
構造一般図 (9 /13) イエダ-A Boxカルバート 1:100 A - 5 - 61
構造一般図 (10 /13) イエダ-B Boxカルバート 1:100 A - 5 - 62
構造一般図 (11 /13) イエダ-C Boxカルバート 1:100 A - 5 - 63
構造一般図 (12 /13) アンベッシュ Boxカルバート 1:100 A - 5 - 64
構造一般図 (13 /13) ウセタ橋梁 1:100 A - 5 - 65

頁
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3.2.4 施工計画／調達計画 

3.2.4.1 施工方針／調達方針 

(1) 直接工事 
本プロジェクトの工事は、道路工事（主として、ブラックコットンソイル置換工及び舗装工事）

と橋梁工事である。道路工事と橋梁工事の大まかな流れを図 3.2.20にそれぞれ示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      道路工事フロー               橋梁工事フロー 

    図 3.2.20 道路工事及び橋梁工事フロー 

なお、土工、舗装工と下部工の施工は乾期（10 月～5 月）の 8 ヶ月間に行うものとし、上部工及

び砕石製作は雨季にも実施できる。 

1) ブラックコットンソイル対策工 
ブラックコットンソイル対策工として、本プロジェクトでは置換工を採用している。しかし、路

床層全てのブラックコットンソイルを置き換えることは経済的に困難である。置き換え層の役割は

残されたブラックコットンソイルの含水比を変化させないための遮断層の役割を担っている。 
また、置き換え施工時に残されたブラックコットンソイルの含水比を出来るだけ変化させないよ

うに、ブラックコットンソイルの掘削から 24 時間以内に埋め埋め戻しをすることが望ましいとされ

ている。よって、本プロジェクトにおいても、掘削・置換工がスムーズに実施出来るように、掘削

と置換の作業パーティーを分離し、掘削後直ちに置換工が実施出来る作業パーティー数とした。 

準備工 

迂回路工 

ブラックコットンソイル掘削排出 

ブラックコットンソイル置換土搬入転圧 

路盤工 

舗装工 

附帯工 

片付工 

準備工 

迂回路工（必要あれば） 

既設橋撤去（必要あれば）

下部工施工 

上部工施工 

橋台裏込め工 

附帯工 

片付工 
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2) 道路工事 
工事の品質を高めるため、並びに工事中の安全を確保するために、基本的には一般部では現道と

平行して仮設道路設けることとし、市街地においては、可能な限り迂回道路を設けることとする。

なお、迂回路を設置できない箇所においては、交通管理員を配置し、交通安全を図る。 

3) 迂回路計画 
本プロジェクト対象路線上には、ウエジェル、ルマメ、デブレマルコスの街があり、市街地の工

事に対しては、可能な限り迂回路を設置し、工事の安全性を高める。図 3.2.21～図 3.2.23に、各市

街地に対する迂回路案を示す。 

ウエジェル 

現道の北側に、幅員 5～15m を確保できる道路があるが、特に西側については、十分な整備が必要

である。南側については、道路があるものの、住居が道路内まで占有していることから、迂回路と

して使用するには難しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.21 ウエジェル迂回路案 

ルマメ 

現道の北側に、幅員 5～15m を確保できる道路がある。迂回路 1 案は全線に渡り幅員 5m 程度の道

路で、西側部分については十分な補修が必要である。迂回路 2 案は、全線に渡り幅員が 10m 以上あ

るが、補修が必要であるうえ、迂回距離が長くなる。 
現道南側は、斜面に住居が張り付いており、道路幅員が狭いうえ、クランクも多く迂回路として

使用するには不向きである。 
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図 3.2.22 ルマメ迂回路案 

デブレマルコス 

ERA･D/D のデブレマルコス市内ルート案を迂回路として使用することが可能である。幅員は概ね

5～10m 以上あり、現在も使用されている未舗装道路である。迂回路として使用するには、補修が必

要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.23 デブレマルコス迂回路案 
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4) 橋梁 
新設する橋梁及び大型カルバートは 13、補修する橋梁は 2 である。 
新設橋梁及び大型カルバートのうち、ゲトラ、ジバ、イエダ（3 橋）、アンベッシュの 6 橋は、路

線変更区間に位置するため迂回路または仮設橋梁設置は必要ない。アサマテッチ、ベケット、アベ

ヤ、エキエト、ミントカット、ウセタの６橋は、現道脇に架け替えられることから、この場合も迂

回路の設置は必要ない。現道の同一場所に架け替えられるアバアデム橋については、現橋の脇に迂

回路を設置して工事を行う計画である（図 3.2.21参照）。 
補修工事対象のボゲナ、チェモガの２橋については、高欄、橋面舗装程度の工事内容であるため

交通開放しながらの工事が可能であることから迂回路の設置は行わない。 

(2) 間接工事 

1) 作業基地 
i) 概要 

工事着工前に工事に必要な用地を確保し、工事に支障をきたす障害物があれば速やかに撤去もし

くは移設する必要がある。 

ii) 工事用仮設用地 

工事期間中、仮建物、仮設備の設置及び資機材の保管用として仮設用地の確保が必要である。主

な候補地とその面積は表 3.2.30のとおりである。 

表 3.2.30 工事用仮設用地 

用途 候補地 

フェーズⅠ 

ベースキャンプ 
（事務所、宿舎、資機材置き場、ワークショップ）

アスファルトプラント 
砕石プラント 
コンクリートプラント 
資機材置き場 

イットノラ（15,000m2） 
 
イットノラ（4,000m2） 
イットノラ（10,000m2） 
イットノラ（1,500m2） 
各橋梁現場付近（各 100m2） 

フェーズⅡ 

ベースキャンプ 
（事務所、宿舎、資機材置き場、ワークショップ）

アスファルトプラント 
砕石プラント 
コンクリートプラント 
資機材置き場 

フィリクリック（15,000m2） 
 
フィリクリック（4,000m2） 
フィリクリック（10,000m2） 
フィリクリック（1,500m2） 
各橋梁現場付近（各 100m2） 

iii) 用地取得と障害物の移設 

「エ」国では土地は基本的には国有地であり住民は使用権のみが認められている。無償資金協力

事業の場合は、「エ」国政府の関係各機関が、基本設計に基づき用地収得（工事影響範囲）及び建設
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に際して障害となる電気・水道等の公共設備の移設復旧を行うこととなっている。よって、移設の

必要性が生じた物件に関しては、ERA は関係機関と協議し、対応することになる。本プロジェクト

においては電柱や井戸・水道などに十分配慮する必要がある。 

(3) 建設資材 
本プロジェクトは、主な工種は道路工事と橋梁工事から構成される。道路工事は主に、ブラック

コットンソイル対策工と舗装工事で、橋梁工事は全てが RC 構造の橋梁又はボックスカルバートであ

り、特殊な工事はない。よって、必要となる主要材料については、瀝青材を除きほぼ全ての材料が

「エ」国内で調達が可能である。ただし、その数量、品質については再度確認する必要がある。表 
3.2.31に主要材料の調達先リストを示す。 

表 3.2.31 主要材料の調達先リスト 

建設資材名 現地調達 日本調達 第三国調達 摘 要 

セメント ○    

コンクリート混和剤  ○   

鉄筋 ○    

仮設用鋼材 ○    

瀝青材   ○ 中東諸国 

砕石・砂 ○    

型枠材 ○    

支保工・足場工 ○    

コンクリートパイプ ○    

伸縮継手  ○ ○  

支承  ○ ○  

(4) 建設機械 
多くの道路事業においては、受注した企業が「エ」国外から建設機械を調達していたが、近年の

建築ラッシュにより国内業者においても大型建設機械を保有したり、建設機械リース企業も見られ

るようになった。また、ERA の維持管理部門が独立し、維持管理部門所有の建設機械のリースの可

能性もある。 
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(5) 輸送梱包計画 

1) 概要 
建設資機材のサイトへの搬入は、陸路を利用したトラック輸送となる。また、国外からの輸入で

海路を利用した場合は、隣国ジブチ港から荷揚げされ、陸路を利用して現場へ搬入することとなる。

ジブチ港から現場までの輸送ルートを図 3.2.24に示す。 

ジブチ港 

アジズアベバ 

デブレマルコス 

デジェン

 

図 3.2.24 ジブチ港からの輸送ルート 

2) 内陸路 
国内にて調達可能な資機材は、すべてアディスアベバを経由して現場へ輸送される。アディスア

ベバからデジェンまでは約 220kmで、デジェンまでは既に改修された道路で 5～6時間要する。特に、

ゴハチオン～デジェン間は、高低差約 1,400m、平均勾配約 7%のアバイ渓谷を通過するために、大型

機械の輸送には時間を要する。 

3) 海路 
海外から船便で輸入する資機材は、すべて隣国ジプチ港にて荷揚げされ、その後陸路で輸送され

る。ジブチ港からアディスアベバまでが 2 日、アディスアベバから現場までが 1 日の 3 日間で搬入

が可能であるが、ジブチ港での荷揚げ、通関等の手続きに掛る日数が加算され、荷揚げから現場ま

での輸送期間は最低でも 5 日から 7 日間かかる。日本からの調達の場合、日本にて船積み後現場着

まで、約 3 ヶ月を要するため、早めの発注が肝要である。 

4) 輸入手続きについて 
免税措置を受けるため、「エ」国にて調達できない資機材を輸入する場合、下記の手続きが必要で

ある。 
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① 輸入が必要な資機材のマスターリストを作成し、ERA へ提出し承認を得る。 
② その後、このマスターリストに基づき、財務経済開発省より免税の承認を得る。 
③ 輸入資機材の輸入が決定した時点で、船積み書類を添付して免税申請レターを ERA を通じて財

務経済開発省へ提出する。財務経済開発省が審査した後、免税許可通知が税関及び申請者に交

付される。これで通関時に免税措置が取られる。 
④ 施工に使用する重機類については、再輸出を条件に免税による輸入が可能である。 

3.2.4.2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 施工時の安全確保について 
治安的に問題のない地域であるが、強盗事件がしばしば発生している地域である。よって、第三

次幹線道路改修計画時と同様に、警備員によるサイトの巡回、並びにベースキャンプ及びプラント

の 24 時間体制警備の必要があると考えられる。 

(2) 調達上での留意事項 
「エ」国の輸出入港である隣国ジブチ港は、紅海の入口付近にあり、海賊出没の海域を通過しな

ければ入港できない。したがって、日本からジブチ港向け混載船の運航は状況により運航されない

場合もあることから、海上輸送においてはイエメン沖海賊状況の把握が必要である。 

3.2.4.3 施工区分 
本計画を日本の無償資金協力で実施する場合の、日本側と「エ」国側の施工に関する事業負担区

分は以下のとおりとする。 

(1) 日本側負担分 

① 日本あるいは第三国から荷揚港（ジブチ港）までの資機材輸送 
② 「エ」国荷揚港或いは資機材調達先からサイトまでの陸送 
③ 「3.2.3 概略設計図」に示される道路施設（橋梁、函渠、舗装、排水、交通安全等）の建設 
④ 建設工事に伴う工事用ヤード、工事用道路、迂回路、キャンプの建設と撤去 
⑤ 建設工事に必要な資機材、労務の調達 
⑥ 建設工事に必要な工事管理業務 
⑦ 事業実施に必要なコンサルタント業務 

(2) ｢エ｣国負担分 

① 道路建設用地の取得・補償、仮設ヤードのリース、用地内公共施設の移設 
② 建設前における用地の整地、フェンス等の配置 
③ 銀行取り決めに基づく、日本の銀行に対する A/P 通知、手数料の支払い 
④ 港で荷揚げされる製品の関税の免除、通関手数料の免除 
⑤ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務の国内持込みに関して日本人に必要な便宜を与え

ること 
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⑥ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務に課される関税、国内税、付加価値税の支払いを日

本人に対して免除すること 
⑦ サイト近傍までの電気、水道、排水、その他付帯施設の配備  
⑧ 日本側建設工事完了後、必要に応じて既存橋梁の撤去工事 
⑨ 本無償資金協力で建設される施設の適切な使用と維持管理 
⑩ 本無償資金協力で賄われる経費以外の施設建設に必要な経費を負担すること 

3.2.4.4 施工監理計画 

(1) 実施設計・施工監理 

1) 実施設計の基本方針 
実施設計の基本方針は、以下の通りである。 

 実施設計での現地調査では、基本設計に基づいた現場確認作業、施工／積算に関する補足調査

を行う。また、相手国政府機関と、詳細設計に伴う確認事項についての最終的な協議を行う。 
 国内作業にて詳細設計を完了させた後、相手国政府関係機関に詳細設計の内容について説明・

協議を行う。 

2) 施工監理の基本方針 
施工監理の基本方針は、以下の通りである。 

 コンサルタント用事務所は、コントラクターのメイン作業基地内に置くものとする。 
 実施機関である ERA 中部地方局はアルムゲナ（アディスアベバより約 20km 地点）にあるが、

アディスアベバに連絡事務所は置かず、月報提出等の業務は出張扱いで行う。 
 ブラックコットンソイル対策工、舗装工、橋梁工に対して、常駐監理者とは別に、それぞれの

専門家を配置する。 
 環境影響モニタリングは、常駐監理者が実施する。 
 日本国内において、本業務の支援体制を確立する。 

3) 施工監理業務内容 
現地に派遣された施工監理技術者は、現地で採用したローカル技術者を指導しながら、主として

以下の業務を遂行する。 

 工事計画、施工図の承認 
施工業者から提出された工事計画書、工程表、施工図が契約図書（契約書、仕様書、設計図等）

に適合しているかを審査し、承認を与える。 
 工程監理 

施工業者から工事の進捗状況の報告を受け、工期内に工事が完成するよう必要な指示を行う。 
 品質検査 

搬入された工事材料や施工の品質が契約図書に適合しているか検査し、承認を与える。 
 出来形検査 

施工された構造物等の形状を検査し、その出来型が監理基準に適合しているかのチェックを行

うとともに出来型数量を確認する。 
 環境影響モニタリング 

環境影響モニタリングを実施し、ERA に報告する。 
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 証明書の発行 
施工業者への支払い、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等に際して、必要な証明書を発行する。 

 報告書の提出 
施工業者が作成する工事月報、完成図面、完成写真等を審査し、「エ」国政府と国際協力機構

に提出する。また、工事完了後に完了報告書を作成し、国際協力機構に提出する。 

4) 調達監理計画 
プラント類は日本から、瀝青材は中東諸国からの輸入（現地代理店経由）となるため、調達工程

を把握し、工事に遅れが生じないようにする。 

3.2.4.5 品質管理計画 
「エ」国での道路・橋梁設計基準は、ERA の設計基準（2002 年）がある。その中に標準技術仕様

書があることから、品質管理を実施するにあたっては、本基準に沿って行うものとする。しかし、

本基準に記載されていない項目については、AASHTO、またはわが国の基準、試験方法に準拠する。 
なお、舗装については、考えられる種類の配合設計を行い、試験施工を実施し、最適配合を決定

する。品質管理方法を、表 3.2.32に示す。 

表 3.2.32 品質管理方法 
対象工種 管理項目 品質管理試験、検査等 試験頻度、時期 

1) 置換工、土工、

アスファルト舗

装工、路床、路盤、

構造物裏込め等 

材料管理 CBR 試験、土質試験（比重、粒度、含水量、液性・

塑性限界、密度）、骨材試験（比重、粒度、強度、

吸水率）、瀝青材（品質証明書、成分分析表） 

施工前 

日常管理 締固め密度試験、瀝青材（安定度、フロー値、空隙

率、マーシャル試験、温度） 
施工時、配合時 

2) コンクリート

工 
バッチャープラン

ト性能検査 
軽量計器、練り混ぜ性能検査 施工前及び１回／月

材料管理 セメント・混和材（品質証明書、成分分析表）、骨

材試験（比重、粒度、強度、吸水率、アルカリ骨材

反応） 

施工前、材料変更時

コンクリート配合

試験（試験練り） 
スランプ、空気量、温度、試験体強度 施工前 

日常管理 フレッシュコンクリート（空気量、スランプ、温度） 打設時 
立会い検査（締固め、養生、レイタンスス処理） 打設時 
コンクリート供試体（強度試験、管理図作成） 打設後 7 日、28 日 

3) 鉄筋 材料管理 品質証明書（ミルシート）、引張試験結果 打設前 
日常管理 立会い検査（被り、配置、ラップ長） 打設時 
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3.2.4.6 資機材等調達計画 

(1) 労務 

1) 概要 
サイト周辺においては単純労働者しか確保できず、大工、電気工、左官工等の技能工については、

首都であるアディスアベバにて確保する必要がある。また、世話役や建設機械オペレーターについ

ても、「エ」国内での雇用が可能である。 

2) 建設技術者 
アディスアベバ大学等土木工学科卒の技術者は高い基礎学力と英語力を備えているが、経験が不

足している面も見受けられる。また、高待遇を求め、海外出稼ぎも多数見受けられる。 

3) 第三国労務者 
PC工法等特殊工法や大型プラントを用いない限り、第三国労務者の雇用は必要ないと考えられる。 

4) 「エ」国における労働法規 
i) 概要 

「エ」国の労働基準については 1993 年に施行された労働法（Labor Proclamation）で規定されてい

る。現在では、2004 年 2 月 26 日発行の、「Proclamation No.377/2003」が最新となっている。以下に

労働法の規定事項を記述する。 

ii) 給与体系 

労働法では「契約書、労働規則等に従う」ということで特に規定はないが、フォアマン、オペレ

ータークラス以上は月給制で非熟練工では日給あるいは週給制で支払われている。 

iii) 労働時間 

一日 8 時間あるいは週 48 時間が最大労働時間と規定されている。残業時間については、一日 2 時

間、１ヶ月 20 時間あるいは年間 100 時間を超えないものと規定されている。 

iv) 休日及び公休日 

労働者は、１週間に一日かつ、法律で定められた公休日に休日を取る権利が与えられると規定さ

れている。月給制の労働者は、この公休日により月給が減額されることはないと規定されている。 

v) 休暇 

休暇規定は以下のとおりである。 

 有給休暇 雇用の初年度は 14 日間 
 その後毎年 1 日ずつ増加して与えられる 

 特別休暇 結婚休暇：3 日間 
 忌引休暇：2 親等まで 3 日間 
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 特別休暇：5 日間連続まで、ただし給与はなし（教育・訓練休暇等） 
 傷病休暇 雇用中の業務が原因と考えられる場合のみ最大 6 ヶ月間 

 最初の 1 ヶ月間は給与の 100% 
 次の 2 ヶ月間は給与の 50％ 
 最終 3 ヶ月間は無給 

vi) 残業手当 

残業手当の規定は以下に示すとおりである。 

 通常日（AM6:00～PM10:00） ：時間給の 25%増 
 通常日（PM10:00～AM6:00） ：時間給の 50％増 
 休 日 ：時間給の 100％増 
 公休日 ：時間給の 150％増 

vii) 女性及び若年労働者の扱い 

女性と若年労働者（14 歳以上 18 歳未満）の就労に関する扱いは以下のとおりである。 

 労働禁止時間 ：PM10:00～AM6:00 
 残業 
 休日及び公休日 

また、妊婦の扱いは以下のとおりである。 

 産休（有給） ：出産前 30 日、出産後 60 日 

viii) 退職・解雇 

退職年齢は労働法では規定されていない。労働法では、理由のない職場放棄、繰り返される怠惰

な業務等正当な理由があれば解雇できるものと規定されている。退職金等の規定は特にないが、調

査結果によると一般的に給与の数ヶ月分が支払われている。 

ix) 社会保障等 

社会保障の規定は労働法では規定されていないが、調査結果によると、基本給の 3%を労災保険に、

1%を健康保険に雇用者が支払っている。 

(2) 建設機械 
プラント類（砕石、アスファルト、コンクリート）は現地でのリースが困難なことから、日本よ

り調達する。その他の資機材については、現地市場を通して調達が可能である。 
また、ERA における維持管理用機械は、各地方局で保有されていたが、維持管理部門が ERA から

独立し、現在はこの維持管理センターにて、全ての機材の管理運営を行うこととなった。所有機材

リストを、表 3.2.33に示す。 
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表 3.2.33 維持管理センター所有機材リスト 

番号 機材名 台数 

1 アスファルトディストリビュータ 10 
2 アスファルトフィニッシャー 5 
3 アスファルトプラント 2 
4 チップスプレッダー 5 
5 クレーン付きトラック（10t） 36 
6 トラッククレーン（20-25t） 4 
7 クラッシャー（75t/h） 17 
8 ダンプトラック（9-10m3） 193 
9 ブルドーザ（300HP） 33 

10 バックホウ（クローラ 1.5m3） 7 
11 バックホウ（ホイール 1.5m3） 4 
12 燃料タンク（14000l） 14 
13 グレーダ（200HP） 59 
14 ローダー（クローラ 2.5m3） 78 
15 ローダー（ホイール 2.5m3） 8 
16 低床 3 
17 ローラー（タイヤ 12-15t） 8 
18 ローラー（マカダム 12-15t） 59 
19 ローラー（振動 3.5t） 6 
20 コンクリートミキサ 22 
21 トラックミキサー（9m3） 6 
22 給水車（14000l） 53 
23 切削機 2 

3.2.4.7 実施工程 
推定される全体工期は、フェーズⅠは実施設計（3 ヶ月）入札関連（3 ヶ月）建設工事（27 ヶ月）

を合計した 33 ヶ月、フェーズⅡは実施設計（6 ヶ月）入札関連（3 ヶ月）建設工事（22 ヶ月）を合

計した 31 ヶ月となる。 
なお、雨季中においては、橋梁上部工及び砕石生産以外の工事は、品質低下を避けるために、工

事を実施しないものとする。 
業務実施工程表を、表 3.2.34に示す。 
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3.3 相手国側分担事業の概要 
本プロジェクトにおける「エ」国側分担事項は以下の通りである。 

1) 一般事項 
① 銀行取決め 
② 支払受権書（A/P）の通知及び手数料の負担 

2) 事業実施事項 
① 建設用地の取得・仮設用地のリース、移転補償、支承物件の撤去・移設 

② 港で荷揚げされる輸入製品の関税の免除、通関手数料の免除 

③ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務の国内持込みに関して日本人に必要な便宜を与

えること 

④ 認証契約の枠内で調達される製品及び役務に課される関税、国内税、付加価値税の支払い

を日本人に対して免除すること 

⑤ サイト近傍までの電気、水道、排水、その他付帯施設を配備すること 

⑥ 日本側建設工事完了後、必要に応じて既存橋梁の撤去工事 

⑦ 本無償資金協力で建設される施設の適切な使用と維持管理 

⑧ 本無償資金協力で賄われる経費以外の、施設建設に必要な経費を負担すること 

3) その他 
① 用地買収・リース、移転補償、公共施設の移設、免税措置に必要な予算の確保 
② 実施設計及び施工監理をおこなう日本のコンサルタントとの契約 
③ 日本の建設業者との建設工事契約 
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3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3.4.1 維持管理体制 
本区間の維持管理は現在、ERA 北部地方局（ゴンダール）デブレマルコス支局が実施している。

よって、新たな維持管理組織を創設する必要はない。 

3.4.2 維持管理方法 

(1) 道路 
道路の点検と補修について以下に示す。また、表 3.4.1に道路の維持管理方法を示す。 

表 3.4.1 道路の維持管理方法 
点 検 項 目 保 守・補 修 定期点検 

①路面 路面状況の点検と軽微な補修 年 12 回 
②路肩及び法面 表面処理、植栽、補強盛土 年 12 回 
③側溝 堆積土砂等の除去 年 12 回 
④マーキング 塗り替え 年 12 回 
⑤ガードレール 塗装、取り替え 年 2 回 
⑥擁壁 ひび割れ、剥離等の補修 年 1 回 

1) 乾季 
乾季（10 月～5 月）に、舗装、水路（側溝、カルバート）、構造物（擁壁）の点検と清掃、補修を

行う、 

① 舗装 ポットホールが 20cm 程度の大きさになった場合、速やかに常温式舗装材で

補修を行う。 

② 路肩 路肩が破損すると、雨季の流水によって路肩破損から車道舗装の破損へと

繋がる。路肩が破損した場合は、雨季前に簡易舗装（DBST）で補修する。 

③ 水路 側溝、カルバート内の堆積物除去と損傷部の補修を行う。 

④ 交通安全施設 視線誘導ポスト、交通標識、車線表示損傷部の補修を行う。 

2) 雨季 
側溝、カルバート内に土砂、小石、ゴミ等が堆積すると、水路から雨水が道路上あるいは法面上

に溢れ、路面あるいは法面の損傷を早めることになる。雨季期間においても、これら土砂・石・ゴ

ミ等で、水路内の雨水の流れを阻害することのないように、点検と堆積物除去を実施する。 

(2) 橋梁 
橋梁は、車両の衝突等による主構部材の変形・破損が発生しない限り、定期的な維持管理を行っ

ていれば、完成後 20 年～30 年間の大規模補修は必要としない。橋梁完成後の維持管理は、表 3.4.2
に示すように実施する必要がある。 
なお、定期点検において重要なことは、将来の大規模な補修時期や規模を想定する資料とするた

めに、橋梁の点検結果（点検年月日、点検箇所、点検結果、点検者氏名等）を記録することである。

そのために、定期点検システムを初期の段階から確立しておく必要がある。 
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表 3.4.2 橋梁維持管理方法 

点 検 項 目 保 守・補 修 定期点検 

①橋面排水管 土砂等による排水管詰まりの清掃 年 4 回 

②高欄 車両の衝突等による損傷の補修 年 4 回 

③支承 堆積土砂等の除去 年 2 回 

④主構 損傷の補修 年 1 回 

3.5 プロジェクトの概算事業費 

3.5.1 協力対象事業の概算事業費 

(1) 日本側概算事業費 
施工・調達業者契約認証まで非公表。 

 

表 3.5.1 概算事業費（日本側負担） 

フェーズ I 

事 業 費 区 分 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 合  計 

(1) 建設費     
 ｱ. 直接工事費   
 ｲ. 共通仮設費   

ｳ. 現場経費等   
 ｴ. 一般管理費等   
(2) 設計・監理費   

合    計   

フェーズ II 

事 業 費 区 分 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 合  計 

(1) 建設費     
 ｱ. 直接工事費   
 ｲ. 共通仮設費   

ｳ. 現場経費等   
 ｴ. 一般管理費等   
(2) 設計・監理費   

合    計   
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(2) 積算条件 
① 積算時点 ： 平成 22 年 11 月 
② 為替交換レート ： 1US$ =87.99 円（三菱東京 UFJ 銀行） 

  1US$= 14.74 Birr.（エチオピア商業銀行） 
③ 施工期間 ： 工事期間は表 3.2.34の実施工程表に示したとおり 
④ その他 ： 本事業は日本国政府無償資金協力の制度に従い実施されるものとする。ま

た上記の交換レートは、日本政府により見直されることもある。 

(3) 「エ」国側負担経費 
「エ」国負担事項の費目、金額を表 3.5.2に示す。 

表 3.5.2 相手国側負担事項および金額 

負担事項 内容 負担金額 
（百万ブル）

備考 

フェーズ I 

環境社会配慮費用 

環境社会配慮モニタリング費、啓蒙活動費 1.1  
住民移転、用地取得費用、 

モニタリング費 
1.8  

電柱・配電線の移設
工事の支障となる既設電柱・電線の工事着

工前の移設 
0.1  

仮設ヤードの整地 キャンプヤード、及び各橋梁仮設ヤードの

工事着工前の整地 
0.4  

VAT の償還／資材輸入税／銀行手数料 72.2  
合計 75.6 約 451.3 百万円 

フェーズ II 

環境社会配慮費用 

環境社会配慮モニタリング費、啓蒙活動費 1.3  
住民移転、用地取得費用、 

モニタリング費 
2.5  

電柱・配電線の移設
工事の支障となる既設電柱・電線の工事着

工前の移設 
0.1  

仮設ヤードの整地 キャンプヤード、及び各橋梁仮設ヤードの

工事着工前の整地 
0.4  

VAT の償還／資材輸入税／銀行手数料 81.8  
合計 86.1 約 514.0 百万円 

注）上記の費用は概算目安で、変更の可能性がある。 
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3.5.2 運営・維持管理計画 
本プロジェクトで整備された道路についての主な維持管理業務は、表 3.5.3に示す日常点検、除草、

側溝清掃、舗装の補修、側溝・カルバートなど排水施設の補修などが必要である。７年目以降に毎

年必要とされる費用は 4,890 千ブルと想定される。この金額は、ERA の年間維持管理予算（2010/11）
の 811 百万ブルの 0.60%であり、十分な維持管理の実施が可能と判断される。 

表 3.5.3 主な維持管理項目 
項目 頻度 点検部位 作業内容 概算費用 備考 
フェーズ I : デジェンールマメ (30.5km) 
排水溝等の 
維持・管理 年２回 側溝 

カルバート 堆積物除去 350,000  

道路の 
維持・管理 年１回 道路区画線 再塗装 60,000  

交通安全施設の 
維持・管理 年 2 回 路肩 

法面 
崩落補修 
除草 

200,000  

毎年必要な維持管理費の合計 610,000  

舗装の維持補修 
7 年目以降 
毎年 

舗装表面  1,010,000 舗装工事の 0.4%
を見込む 

排水溝等の 
維持補修 

側溝、 
カルバート 

 530,000 
側溝･カルバート

工事費の 0.7%を

見込む 
７年目以降の毎年の補修費 1,540,000  
７年目以降の毎年の維持管理及び補修費 2,150,000  
フェーズ II : ルマメ –デブレマルコス (35.0km) 
排水溝等の 
維持・管理 年２回 側溝 

カルバート 堆積物除去 400,000  

道路の 
維持・管理 年１回 道路区画線 再塗装 70,000  

交通安全施設の 
維持・管理 年 2 回 路肩 

法面 
崩落補修 
除草 

230,000  

毎年必要な維持管理費の合計 700,000  

舗装の維持補修 
7 年目以降 
毎年 

舗装表面  1,400,000 舗装工事の 0.4%
を見込む 

排水溝等の 
維持補修 

側溝、 
カルバート 

 640,000 
側溝･カルバート

工事費の 0.7%を

見込む 
７年目以降の毎年の補修費 2,040,000  
７年目以降の毎年の維持管理及び補修費 2,740,000  

 

3.6 協力対象事業実施に当たっての留意事項 
「エ」国はこれまでも同様の道路改修事業をわが国の無償資金協力で実施しており（第 1 次～第 3

次幹線道路改修計画）、そのシステムや留意点（用地取得、住民移転、公共施設移設）を十分把握し

ている。そのため、本プロジェクトの事業実施については、基本的には問題は生じないと考えられ

る。 
しかし、プロジェクト実施のためには、移転対象物件への補償のほかに、キャンプ、建設ヤード

が必要であり、これらの用地の早期確保がスムーズな工事着工につながる。よって、これについて

は、詳細設計（D/D）段階においても確認を行なう。 



 

 

 

 

第 4 章 プロジェクトの評価 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4.1 プロジェクトの前提条件 

4.1.1 事業実施のための前提条件 

ERA は、第三次までの幹線道路改修計画を実施した経験があるため、本プロジェクトの実施にあ

たって経費を含めた必要な事項を必要な時期に対応する能力を有するとともに、建設された施設に

ついても適切な使用と維持管理を行うことが可能と考えられる。詳細は「3.3」に記述されている。 
プロジェクト完成後の運営・維持管理に必要な予算についても、「3.5.2」に記したとおり十分に確

保されると考える。 
以上より、事業実施の前提条件は確保されているとみなされる。 

4.1.2 プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

国道 3 号線のうち未舗装区間として残されているデジェン～デブレマルコス間（65.5km）の道路

改修が本プロジェクトである。本プロジェクトの完成によって「エ」国にとって重要な国際幹線道

路である国道 3 号線 988km が全線舗装化され、「エ」国の社会経済の活性化と発展に大きく貢献する

とともに RSDP IV の達成に寄与する。 
このように、プロジェクト全体計画達成のための外部条件は整っていると判断できる。 

4.2 プロジェクトの評価 

4.2.1 妥当性 

国道 3 号線は、「エ」国農産物の約 40％を生産する穀倉地であるアムハラ州と首都アディスアベバ

を結ぶ役割と、「エ」国へ輸入される原油燃料の約 80％を産油国スーダンから主要工業地域であるア

ディスアベバ近傍へ輸送するための重要な国際幹線道路である。本プロジェクトは、国道 3 号線

988km のうち唯一、未舗装区間として残されているデジェン～デブレマルコス間（65.5km）を改修

するものである。 

・ 本プロジェクトは、「エ」国の RSDP の一環に位置づけられ、且つ RSDP IV（2010.7～2015.6）
計画期間内にプロジェクトを完成させることを強く要望された。 

・ このプロジェクトの裨益対象は、「エ」国人口（8,282 万人）の 23％に相当する沿線住民だけで

なく、貧困層を含む「エ」国全体の国民に及ぶ。 

・ 線形改良のための路線変更と、交通安全・地域住民の利便性向上のための道路幅員拡幅により、

若干の住民移転が発生するが、この数を最小限に抑えるとともに、影響住民への適切な対応を

行うよう RAP を含めた EIA が実施されている。 
・ ERA の人材・技術を含めた組織及び予算実績と今後の見込みから、プロジェクト完成後、ERA

が十分に運営・維持管理を行えると考えられる。 
・ 本プロジェクトで提案したブラックコットンソイル置換え対策工は「エ」国でも初めて適用さ

れる方法である。且つ低地域や周辺地形から判断して排水性が悪いと予想される地域に遮水シ

ートを併用した。「エ」国での初工法を日本の無償資金協力として実施することは日本提案の技
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術の設計と施工として意義がある。 

以上の内容により、プロジェクトを実施する妥当性は高いと判断される。 

4.2.2 有効性 

4.2.2.1 定量的効果 

① 国道３号線が全線舗装化されることによって、国道 3 号線を利用する車両の平均速度が向上する

とともに、通行車両の消耗部品費の改善と燃料消費の低減が図られる。 

表 4.2.1 時間短縮及び走行費用低減効果 

指標名 現 況 整備後 整備効果 
乗用車 

（4WD） 
平均速度 44.8km/hrs 60.6km/hrs 16km/hrs の向上 
所要時間 87min. 64min. 23 分の短縮 

大型貨物車 
平均速度 30.0km/hrs 50.0km/hrs 20km/hrs の向上 
所要時間 130min. 78min. 52 分の短縮 
輸送経費* 1.74USD/km** 1.32USD/km 24%の削減 

注）* ：燃料費、タイヤ・チューブ費等の経費 

**：2001 年 USAID 調査結果 

② 毎年の雨季に 10 回程度発生していた冠水による道路の交通遮断が解消され、交通の快適性、定時

性及び安定性の向上が図られる。 

表 4.2.2 通行不能期間解消効果 

指標名 現 況 整備後 
交通遮断回数 10 回程度/年＊ 0 回/年 

注）*；１回あたりの交通遮断時間：３～６時間程度 

4.2.2.2 定性的効果 
 

① この地域に広く分布するブラックコットンソイルに起因する道路の損傷が軽減され、走行の快適

性が得られるとともに道路の維持管理費の低減が図られる。 

② 国際幹線道路である国道 3 号線の改修によって、交通の定時性と安定性の向上が図られ、「エ」国

北西部のみならず「エ」国全体の社会経済の活性化と発展に寄与する。 
③ 道路構造の信頼性の向上によって、医療・教育施設へのアクセスの安定性が改善され貧困削減に

寄与する。 

以上の内容により、本案件の妥当性は高く、また有効性は見込まれると判断される。 
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4.3 提言 

 

橋梁を含む道路構造物を良好な状態に保つためには日常の維持管理が重要である。また、舗装構

造の損傷は重車両の走行が大きな影響を与える。以上の観点から以下の提言を行う。 
 

・ 側溝あるいはカルバートなど道路排水設備の排水性が悪いと、滞留した水が路床、路盤へ浸入

して道路構造を損傷する原因となる。したがって、雨季前、及び雨季中に道路排水設備の清掃

を十分に実施することを提案する。 

・ 舗装構造の損傷を防ぐために、軸重計を装備して過積載車の取り締まりを実施することを提案

する。 
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1 調査団員・氏名 

(1) 第一回現地調査 
分担業務 氏 名  所属 派遣期間 

業務主任／道路計画Ⅰ 辰巳 正明 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
7 月 15 日（木） 

～8月 4日（水）

橋梁設計 高城 信彦 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
（大日本コンサルタント(株)） 

7 月 15 日（木） 
～8月 4日（水）

自然条件調査 I 
（水理／水文／河川） 小林 康和 (株)オリエンタルコンサルタンツ 

（(株)ランテックジャパン） 

7 月 15 日（木） 
～8月 4日（水）

自然条件調査Ⅱ 
（地形／地質） 坂田 篤稔 (株)オリエンタルコンサルタンツ 

（ティエラコンサルタント（有）） 
7 月 15 日（木） 

～8月 13 日（金）

施工・調達計画／積算 沖田 斉 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
7 月 30 日（金） 

～8月 13 日（金）

業務調整／積算補助 前田 武始 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
7 月 15 日（木） 

～8月 4日（水）

(2) 第二回現地調査 
分担業務 氏 名  所属 派遣期間 

援助政策 平井 里絵 外務省国際協力局国別開発協力第三課 
9 月 12 日（日） 

～9月 18 日（土）

総括 梅永 哲 
独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部運輸交通・情報通信グループ

運輸交通・情報通信第三課 

9 月 12 日（日） 

～9月 18 日（土）

計画管理 横井 博行 
独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部運輸交通・情報通信グループ

運輸交通・情報通信第一課 

9 月 12 日（日） 

～9月 18 日（土）

業務主任／道路計画Ⅰ 辰巳 正明 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
9 月 12 日（日） 

～10 月 26 日（火）

橋梁設計 高城 信彦 (株)オリエンタルコンサルタンツ 

（大日本コンサルタント(株)） 

9 月 12 日（日） 

～10 月 26 日（火）

道路計画Ⅱ 水野 聡士 (株)エイト日本技術開発 
9 月 15 日（水） 

～10 月 29 日（金）

自然条件調査 I 
（水理／水文／河川） 小林 康和 (株)オリエンタルコンサルタンツ 

（(株)ランテックジャパン） 

9 月 15 日（水） 

～10 月 14 日（木）

自然条件調査Ⅱ 

（地形／地質） 坂田 篤稔 (株)オリエンタルコンサルタンツ 

（ティエラコンサルタント（有）） 

9 月 15 日（水） 

～10 月 5日（火）

環境社会配慮 根本 勝 (株)エイト日本技術開発 
9 月 15 日（水） 

～10 月 29 日（金）

施工・調達計画／積算 沖田 斉 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
9 月 27 日（月） 

～10 月 26 日（火）

業務調整／積算補助 前田 武始 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
9 月 27 日（月） 

～11 月 10 日（水）
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(3) 第三回現地調査 
分担業務 氏 名  所属 派遣期間 

総括 晋川 眞 独立行政法人国際協力機構 

エチオピア事務所次長 
現地参団 

計画管理 小田原 康介 独立行政法人国際協力機構 

資金協力支援部実施管理第一課 

3 月 10 日（木） 
～3月 18 日（金）

業務主任／道路計画Ⅰ 辰巳 正明 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
3 月 4日（金） 

～3月 18 日（金）

橋梁設計 高城 信彦 (株)オリエンタルコンサルタンツ 
（大日本コンサルタント(株)） 

3 月 4 日（金） 
～3月 18 日（金）
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2 調査日程 

(1) 第一回現地調査 

業務主任／道

路計画I
橋梁計画

自然条件調査

(水理／水文／

河川)

自然条件調査

(測量／地質調

査)

施工・調達計

画／積算

業務調整／積

算補助

辰巳　正明 高城　信彦 小林　康和 坂田　篤稔 沖田　斉 前田　武始

1 7月 15 日 木
成田→

アディスアベバ

2 16 日 金 調査準備

3 17 日 土

4 18 日 日

5 19 日 月
ERA表敬、IC/R

説明・協議

再委託概要説明

再委託見積依頼

再委託概要説明

再委託見積依頼

6 20 日 火 資料収集

7 21 日 水
再委託入札・評価

経緯書作成・報告

再委託入札・評価

経緯書作成・報告

再委託入札・評価

経緯書作成・報告

8 22 日 木 サイト調査

9 23 日 金

10 24 日 土 再契約締結

11 25 日 日

12 26 日 月

13 27 日 火

14 28 日 水
サイト調査結果

のまとめ

15 29 日 木

16 30 日 金
成田→アディス

アベバ

17 31 日 土 資料収集

18 8月 1 日 日 団内打合

19 2 日 月
サイト調査結果

のまとめ

サイト調査結果

のまとめ

20 3 日 火
現地JICA・大使

館・ERA報告

現地JICA・大使

館・ERA報告

21 4 日 水
アディスアベバ

→成田

アディスアベバ

→成田

22 5 日 木

23 6 日 金

24 7 日 土

25 8 日 日

26 9 日 月

27 10 日 火

28 11 日 水
再委託成果品

確認

29 12 日 木 JICA報告 JICA報告

30 13 日 金
アディスアベバ

→成田

アディスアベバ

→成田

サイト調査

サイト調査準備

日順 日　時

成田→アディスアベバ

ERA表敬、IC/R説明・協議

資料収集

成田→アディスアベバ

現地JICA・ERA表敬、IC/R説明・

協議
調査準備

サイト調査 サイト調査 サイト調査

資料収集

サイト調査 サイト調査

サイト調査結果

のまとめ

サイト調査結果

のまとめ

調達事情・

価格調査

再委託成果品

受領

団内打合 団内打合

サイト調査結果のまとめ

サイト調査現地JICA・大使館・ERA報告

アディスアベバ→成田
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(2) 第二回現地調査 
援助政策 総括 計画管理

業務主任

／道路計画Ⅰ
橋梁計画 道路計画Ⅱ

自然条件調査

(水理／水文／

河川)

自然条件調査

(測量／地質調

査)

環境社会配慮

施工・調達計

画

／積算

業務調整

／積算補助

外務省 JICA JICA

平井　里絵 梅永　　哲 横井　博行 辰巳　正明 高城　信彦 水野　聡士 小林　康和 坂田　篤稔 根本　勝 沖田　斉 前田　武始

1 9月 12 日 日

2 13 日 月

3 14 日 火

4 15 日 水

5 16 日 木

6 17 日 金

7 18 日 土

8 19 日 日

9 20 日 月

10 21 日 火

11 22 日 水

12 23 日 木 測量再委託入札 測量再委託入札 測量再委託入札

13 24 日 金 入札結果報告 入札結果報告 入札結果報告

14 25 日 土

15 26 日 日

16 27 日 月

17 28 日 火

18 29 日 水

19 30 日 木

20 10月 1 日 金

21 2 日 土

22 3 日 日

23 4 日 月
アディスアベバ

→

24 5 日 火
→ドバイ→大阪

→羽田

25 6 日 水

26 7 日 木

27 8 日 金

28 9 日 土

29 10 日 日

30 11 日 月

31 12 日 火

32 13 日 水
アディスアベバ

→

33 14 日 木 →ドバイ→成田

34 15 日 金

35 16 日 土

36 17 日 日

37 18 日 月

38 19 日 火

39 20 日 水

40 21 日 木

41 22 日 金

42 23 日 土

43 24 日 日

44 25 日 月
アディスアベバ

→

45 26 日 火
→ドバイ→大阪

→

46 27 日 水

47 28 日 木

48 29 日 金
アディスアベバ

→

アディスアベバ

→

49 30 日 土 →ドバイ→成田 →ドバイ→成田

50 31 日 日

51 11 1 日 月

52 2 日 火

53 3 日 水

54 4 日 木

55 5 日 金

56 6 日 土

57 7 日 日

58 8 日 月

59 9 日 火
アディスアベバ

→

60 10 日 水
→ドバイ→大阪

→

日順 月日

調査団

成田→

→ドバイ→アディスアベバ

大使館、JICA事務所表敬訪問

ERAとの協議 羽田→大阪→

→ドバイ→アディスアベバ

ミニッツ署名、大使館、JICA事務所報告

アディスアベバ→

ミニッツ署名、大使館、

JICA事務所報告
資料収集

→ドバイ→成田

サイト調査

地形測量

再委託準備

資料収集

地形測量

再委託準備

資料収集

地形測量

再委託準備

資料収集

資料収集および

サイト調査

データの分析解

析

道路計画設計方

針決定

舗装設計方針決

定

資料収集および

サイト調査

データの分析解

析

橋梁計画設計方

針決定

構造物設計方針

決定

再委託業務の

推進

資料収集および

サイト調査

データの分析解

析

道路計画設計

舗装設計

資料収集および

サイト調査

データの分析解

析

設計条件検討

および決定

資料収集および

サイト調査

再委託業務の

推進

データの分析解

析

設計条件の検討

および決定

資料収集および

サイト調査

データの分析解

析

環境社会配慮検

討

成田→

→ドバイ→アディスアベバ

資料収集および

サイト調査

単価調査

調達調査

サブコン調査

施工計画検討

現地調査結果報

告書作成

現地調査結果報

告書作成

団内ミーティングおよびERAとの協議 団内ミーティングおよびERAとの協議

現地調査結果報

告書作成

現地調査結果報告書作成 現地調査結果報告書作成

調査団・ERA間

の調整

調査団・再委託

業者間の調整

資料収集

データの分析解

析

ERA、大使館、JICA事務所報告

アディスアベバ→

→ドバイ→大阪→羽田
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(3) 第三回現地調査 

総括 計画管理
業務主任

／道路計画Ⅰ
橋梁計画

JICA JICA

晋川　眞 小田原　康介 辰巳　正明 高城　信彦

1 3月 4 日 金

2 5 日 土

3 6 日 日

4 7 日 月

5 8 日 火

6 9 日 水

7 10 日 木 成田→

8 11 日 金

9 12 日 土

10 13 日 日

11 14 日 月

12 15 日 火

13 16 日 水

14 17 日 木

15 18 日 金 →成田

ERAとのDraft Finaｌ Reportの説明協議

ERAとのDraft Finaｌ Reportの協議

ERAとの間での討議議事録の署名

エ国財務経済開発省への報告／日本大使館への報告

アディスアベバ→ドバイ→

日順 月日

調査団

現地調査

現地調査

現地調査

→ドバイ→アディスアベバ

団内での打合せ

ERAとの打合せ

成田→

→ドバイ→アディスアベバ

資料収集

JICAエチオピア事務所との打合せ

ERAとの打合せ

資料収集

団内での打合せ
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3 相手国関係者リスト 

(1) エチオピア道路公社（ERA） 
Mr. Zaid Wolde Gabriel Director General
Mr. Bekele Negussie Deputy Director General, Planning and ICT
Mr. Abdu Mohammed Deputy Director General, Engineering and Regulatory Department
Mr. Gelaso Bore Deputy Director General, Human Resource and Finance Department
Mr. Yoseph Kidane Manager Engineering Service Procurement, Design & Technical Support 

Division
Mr. Daniel Mengestie Director, Planning & Program Management Branch 
Mr. Daniel Nebro Team Leader, Quality Assurance, Inspection and Road Safety 

Manegement Team
Mr. Abebe Assefa Engineer, Design and Technical Support Branch 
Ms. Rahel Engineer, Design and Technical Support Branch 
Mr. Gashew Manager, District Engineering Division (DED) 

Debre Markos
Mr. Aschalew Highway Engineer, District Engineering Division (DED), Debre Markos
Ms. Hiwot Regional Office Director
Ms. Bezawit Regional Office
Ms. Meseret Regional Office
Mr.Abdissa Megersa Debela Team Leader, Environmental and Social Management Branch 
Mr. Sisay Bekele Finance Management Director (Finance Division Manager) 

(2) エチオピア国 財務経済省（MOFED） 
Mr. Tilahun Tadasse Director, Bilateral Cooperatiton Directorate
Mr. Aklog Demissie Senior Advisor, Legal Depertment

(3) エチオピア電気公社（EEPCO） 
Mr. Alemayehu Team Leader,

Ethiopian Electric Power Corporation (EEPCO) 

(4) 再委託業者 
Mr. Zerihun Nuru General Manager, Gondwana Engineering
Mr. Behailu Teferra General Manager

Highway Engineers and Consultants (HEC)

(5) 日本大使館 
Mr. Daisuke KOMORI Economic Division

(1) JICA エチオピア事務所 

Mr. Koji OHTA Chief Representative
Mr. Makoto SHINKAWA Senior Representative
Ms. Momoko SUZUKI Representative
Mr. Atsushi NAKAGAWA Representative

(6) アディスアベバ大学 
Mr. Meselle Haile A/Professor of Civil Engineering

(7) 関連施工業者 
Mr. Sharma LEA International Ltd./General Manager
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4 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

4.1 現地調査時（2010.9.16）
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4.2 概略設計概要書説明時（2011.3.16） 



A-4-15



A-4-16



A-4-17



A-4-18



A-4-19



A-4-20



A-4-21



A-4-22



A-4-23



A-4-24


	第3章 プロジェクトの内容
	3.2 協力対象事業の概略設計
	3.2.1 設計方針
	3.2.1.2 道路設計の基本方針
	3.2.1.3 橋梁設計の基本方針

	3.2.2 基本計画
	3.2.2.1 幾何構造基準
	3.2.2.2 舗装設計
	3.2.2.3 ブラックコットンソイル対策工の設計
	3.2.2.4 橋梁設計
	3.2.2.5 交差点及び交通安全施設計画

	3.2.3 概略設計図
	3.2.4 施工計画／調達計画
	3.2.4.1 施工方針／調達方針
	3.2.4.2 施工上／調達上の留意事項
	3.2.4.3 施工区分
	3.2.4.4 施工監理計画
	3.2.4.5 品質管理計画
	3.2.4.6 資機材等調達計画
	3.2.4.7 実施工程


	3.3 相手国側分担事業の概要
	3.4 プロジェクトの運営・維持管理計画
	3.4.1 維持管理体制
	3.4.2 維持管理方法

	3.5 プロジェクトの概算事業費
	3.5.1 協力対象事業の概算事業費
	3.5.2 運営・維持管理計画

	3.6 協力対象事業実施に当たっての留意事項

	第4章 プロジェクトの評価
	4.1 プロジェクトの前提条件
	4.1.1 事業実施のための前提条件
	4.1.2 プロジェクト全体計画達成のための外部条件

	4.2 プロジェクトの評価
	4.2.1 妥当性
	4.2.2 有効性
	4.2.2.1 定量的効果
	4.2.2.2 定性的効果


	4.3 提言

	資料
	1 調査団員・氏名
	2 調査日程
	3 相手国関係者リスト
	4 討議議事録（Ｍ／Ｄ）
	4.1 現地調査時（2010.9.16）
	4.2 概略設計概要書説明時（2011.3.16）





